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【事実の概要】
Y会社（被告、控訴人）は、一般貨物自動車運送事業、貨物自動車運送取扱事
業等を目的とする株式会社であるが、かねてK運輸株式会社との間で、毎日、
東京都江東区枝川にある同社の宅配用貨物の集配センターに集められた貨物を各
営業所に配送し、各営業所に預けられた貨物を同センターに配送するという業務
（以下、?本件業務」という）を１日３万8000円で請け負う旨の契約を締結してい
た。
Aは、平成７年９月１日、Y会社との間で、Aにおいて、Y会社が所有する
Y会社の商号が車体に表示された貨物自動車を利用し、高速道路を利用した場
合の高速利用料金はAが負担するほか、ガソリン代及び自動車保険料等その他
一切の費用はY会社が負担するとの約定で、Y会社がK運輸株式会社から請け
負っていた本件業務を１日２万円で下請けする旨の契約（以下、?本件下請契約」
という）を締結した。
また、Aは、Y会社から、AがY会社の専務取締役であることを示す名刺
（以下、?本件名刺」という）を使用することを許諾されていた。
Xは、同年10月ころ、Aとの間で、Xの雇用者が誰になるのかはさておき、
賃金を１日１万6000円とし、これを毎月25日締めで翌月10日に支払うとの日給月
給制で、本件業務に運転手として従事する旨の雇用契約（以下、?本件雇用契約」
という）の合意をした。
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Xは、同年10月１日から平成８年７月４日までの間、運転手として本件業務
に従事し、同年５月31日までの前記約定による賃金については、Aから支払を
受けたが、同年６月１日から同年７月４日まで23日間の賃金合計36万円8000円
（以下、?本件賃金」という）については、Aから支払がないためその支払を求めて
本件訴訟を提起した。
【判 旨】控訴棄却
?表見代表取締役について規定する商法262条は、株式会社が取締役に代表取締
役と誤認するような名称を付した場合、当該取締役の行為について、会社にいわ
ゆる表見責任を負わせることにより、そのような外観を信頼した者を保護しよう
とする趣旨の規定である。
したがって、右規定の趣旨に鑑みれば、株式会社の取締役ではないが、従業員
についても、その者に代表取締役と誤認するような名称を付していた場合には、
その者が会社の業務として行った行為についても、同条を類推適用すべきもので
あるが…取締役でも、従業員でもない外部の者については、取締役あるいは従業
員の場合と異なり、そもそも会社の業務に従事しているわけではなく、会社から
指揮監督を受ける立場にはないのが通常であるから、その者と会社との間に雇用
関係に準じた関係が認められる場合は格別、そうでなければ…右規定を類推適用
して会社の表見責任を認めることはできないと解すべきである。
これを本件についてみると、Aは…Y会社との間で本件下請契約を締結して
本件業務の下請けをしていたにすぎず、AがY会社の取締役あるいは従業員で
あったと認めるに足りる証拠もなく、Y会社から専務取締役であることを示す
本件名刺の使用を許諾されていたとはいっても…本件名刺は、結局、Aが自己
の業務を遂行するために使用されていたにとどまり、Y会社の取締役でも従業
員でもないAをY会社の表見代表取締役ということはできないから、商法262
条の類推適用により、XがAとの間で合意した本件雇用契約の効果がY会社に
帰属すると認める余地もない。」
?本件名刺は、前認定のとおり、M 商事という商号で自己の業務を遂行してい
たAが、その仕事を取りやすいようにするためのものであったところ…XがY
会社の専務取締役の肩書を持つAの言葉を信じて本件業務に従事していたこと
が認められるから、このような事実に徴すれば、Aは、本件名刺を所持し、X
との間で本件雇用契約の合意をする際、本件名刺をXに交付したものと推認す
ることができる。そして、右事実によれば、Y会社は、Aが仕事を取りやすい
ようにするための一環として、Y会社から下請けしていた本件業務を遂行する
運転手を雇用することも含めて、Aの営業がY会社の営業であるかのような外
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観を呈する本件名刺をAが使用することを許諾していたものといわなければな
らないから、Aが本件名刺を使用して本件業務を遂行するための運転手を雇用
した場合にも、Aに雇用された運転手において、本件業務の営業主をAが専務
取締役であるというY会社と誤認していたときには、商法23条所定の名板貸し
責任を負う」
?Xは、Aに雇用された後、Y会社が所有するY会社の商号が車体に表示され
た貨物自動車を運転して本件業務に従事していたこと、Xが運転していた貨物
自動車のガソリン代は、その車内に備え置かれていたY会社名義のカ－ドを利
用して支払い、オイル交換、タイヤ交換などは、Y会社の会社内部で行ってい
たこと、Xは、本件業務に従事する都度、日報を作成してY会社に送付してい
たこと、Aは、本件業務が遂行される現場においても、専務と呼ばれていたこ
と、またXは、一回ではあるが、本件業務につき、Y会社の代表取締役から指
示を受けていること、以上の事実が認められ、これによれば、XがY会社の業
務と誤認して本件業務に従事していたことは否定することができない。」
?しかも…Xが運送業務についたのは、本件業務が初めてであったことが認め
られるから、Xが、運送業界においては、Y会社とAとの間で締結された本件
下請契約もそうであったように、貨物自動車ごと下請けに出すという慣行がある
ことを知らなかったとしても無理からぬところであって、Xが、Y会社の専務
取締役であると誤認していたAから本件賃金の支払を拒絶される事態に至った
ため、Y会社に対して直接に本件賃金を請求し、その際、Y会社からAがY会
社の下請け業者にすぎないと聞かされるまで…Xの雇用者、すなわち、本件業
務の営業主がY会社であると誤認していたことにつき、Xに重大な過失があっ
たということはできず、他にXの重過失を認めるに足りる証拠はない。」
【評 釈】理論構成に疑問あり
一 はじめに
本件は取締役でも使用人でもない外部の者に専務取締役と称することを許諾し
ていた株式会社に対し商法262条の類推適用を認めず、名板貸責任を認めた事例
で
(１)
ある。従来、取締役でも使用人でもない外部の者が代表権を有するものと認め
られる名称を使用して行った行為につき、その名称の使用を許諾した株式会社が
商法262条の類推適用により善意の第三者に対して責任を負うのか否かは、判
例･学説上、必ずしも明らかではなかったが、本判決はこの問題を扱った裁判例
として注目すべきものである。また本判決は商号に付加して会社外部の者に代表
権を有するものと認められる名称の使用を許諾していた株式会社に商法23条の名
板貸責任を初めて認めたものである。
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二 商法262条類推適用について
本件では、まずXY会社間に本件雇用契約が成立したか否かを検討している。
AはY会社の専務取締役とは認められないため、商法262条の類推適用につき検
討がなされている。
１ 商法262条は、昭和13年改正商法が創設したものである。昭和13年当時、取
締役は法律上各自で代表権を有するのを原則としていたが、取締役の一人だけを
代表取締役として登記しておいて、他の者には専務または社長の名称を付して事
実手形振出その他の取引を右専務または社長が代表者のような顔をして行い、後
日問題となると代表取締役は一人であるという登記簿の謄本を提出して会社の責
任を回避せんとする弊害がみられたため、かかる弊害を防止するため設けられた
もので
(２)
ある。したがって本条を適用する前提として代表権を有するものと認めら
れる名称を付与される者は取締役であることを要する。本条は一種の外観法理ま
たは禁反言の原則に基づくものであって、民法109条と同じ趣旨の規定である。
民法109条の規定の強化および定型化による変容であるとみることができ、代表
権の存在を通常推測せしめる名称の付与に会社の表見責任を認めた規定で
(３)
ある。
２ 判例･
(４)
通説は、会社の使用人については商法262条の類推適用を認めている。
リ－ディングケ－スとなる最判昭和35年10月14日（民集14巻12号2499頁）では、
明確な理由は述べられていないが、その第１審である東京地判昭和31年９月14日
では、?右商法の規定は禁反言の法理を採用して取引の安全を図ったものである
から適法に取締役に選任されていないのに会社において事実上代表権のある取締
役であるかのような名称を使用して取引に従事せしめている者の行為についても
これを類推適用し会社の表見的責任を認めるのが相当である」と判示している。
下級審でも会社の使用人に商法262条類推適用を認めた東京地判昭和27年２月４
日（下民集３巻２号139頁）は、?適法に取締役に選任されていないのに、会社に
おいて事実上代表権のある取締役であるかの如き名称を使用させて取引にあたら
しめている者の行為につき、前記規定を類推適用すべきかどうかが問題となる
が、同規定は法一般に通ずる取引の安全の保護と禁反言の原則の一顕現にすぎな
いと考うべきもので、右のような場合にも類推適用されるものと解するのが相当
である」と判示している。両裁判例において商法262条を類推適用するにあたっ
て示されているのは取引の安全と禁反言の法理のみであって、それ以上の根拠は
示されていない。なぜ会社の使用人に類推適用を認めることとなったのかについ
ては、昭和25年商法改正が契機となったのではないだろうか。
３ 昭和25年商法改正まで商法262条は取締役の各自代表という原則のうえに、
さらにその肩書として社長･副社長･専務･常務等それ以外の平取締役に比して
会社内部における地位も上位とみられる役付取締役の名称が付されていれば、通
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常その者について代表権限が制限されているとは考えられないであろうし、また
そのような信頼が一般的に成立するものとして、それを保護する機能を果たして
いた。それが昭和25年商法改正により取締役会制度が導入され、代表取締役のみ
が代表権を有することになった。商法262条の条文は昭和25年改正によって変更
されることはなかったが、取締役の各自代表の原則からその正反対の原則へとい
う本条の法的基盤の根本的変化を前提とする場合、本条は、前述の役付取締役の
肩書を付した取締役は、通常、代表取締役に選任するものとする一般的な期待を
保護する規定に変質しており、この限りで、本条の根幹をなす禁反言則ないし外
観法理による第三者保護の機能は従前よりも一層強化されるにいたったものであ
るとする見解が
(５)
ある。昭和25年商法改正により本条は消極的な信頼保護の機能よ
り積極的な信頼創出の機能へと転化したとするならば、取締役ではない会社の使
用人に一定の名称を付した場合に本条の類推適用を認めるということも理由のあ
ることであると思われる。判例において商法262条の適用が顕著にみられるにい
たったのも、会社の使用人に本条の類推適用を認める裁判例がでてきたのも昭和
25年商法改正以降である。
４ それでは会社外部の者にも商法262条の類推適用は認められるのか。前掲最
判昭和35年の簡潔な判示自体からは類推適用の射程範囲というのは明確ではな
い。昭和25年商法改正により商法262条は第三者保護の機能が一層強化されるに
いたったものとして禁反言等の法理を重視して考えていけば一定の名称が付され
ていれば会社外部の者にも類推適用を認めることができるように思われる。しか
しながら前掲最判昭和35年の調査官
(６)
解説では、本条による責任を認めるにつき、
行為者が取締役であるか使用人であるかを区別すべき実質的理由は乏しいとしな
がらも、代表取締役が会社と全く無関係な第三者にたまたま本条所定の名称の使
用を許諾した場合、理由は示されていないが、消極説を支持するとし類推適用を
認めない。またかならずしも取締役たる資格を有する者に対して付せられた名称
たることは必要ではなく、およそ表示せられたる名称そのものにおいて会社を代
表する権限を有するものとみとむべき法的信憑性ある外観が存すれば足りると解
する
(７)
見解があるが、会社の使用人に類推適用が認められるとするものの会社外部
の者については言及がないため、外部の者に類推適用を認める趣旨なのか不明で
ある。思うに商法262条を類推適用するにあたっては、一定名称の付与の他に付
随的外観事情が考慮されているのではなかろうか。使用人が被許諾者になる場合
は、取締役の場合に較べ外観の現れ方が弱いと判断
(８)
され、一定の名称の他に付随
的外観事情が考慮されているように思われる。前掲最判昭和35年において会社の
使用人に商法262条を類推適用するにあたっては、社長から個々の借入につき個
別的委任を受けて同社長の印鑑を預かり会社を代理して契約を締結しその対外的
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交渉上社長の諒解のもとに常務取締役なる名称を使用していた者が、社長の承認
の下に常務取締役たる名称を使用して金銭消費貸借をしたという事情が認められ
ている。また前掲下級審においても紙類販売等を目的とする会社に雇われ常務取
締役の名称を使用して紙類の仕入れ販売をすることを認められている者が紙を買
い入れた事例である。つまり付随的外観事情を考慮した結果、前掲の２事例にお
いては商法262条の類推適用が認められたのではないか。しかしながらこのよう
な付随的外観事情を認めようとする解釈態度は、表見代表規定の定型化の趣旨に
反し、かかる特別法規定の意義を失わせることに
(９)
なる。したがってこのような付
随的外観事情を認めることにより類推適用の範囲を拡大していくことには疑問を
感ぜざるをえ
(10)
ない。
５ 本件では類推適用を認めるにあたっての判断基準をどこにおいているかにつ
いては明確さを欠いている。前掲最判昭和35年が引用されているため、会社の使
用人か否かで類推適用の範囲を画そうとしているように思われる。しかしながら
本件では会社の使用人でもない外部の者であるにもかかわらず、使用人ではない
から類推適用できないとすることなく、?雇用関係に準じた関係」を持ち出して
いる。ということは類推適用の範囲を「使用人性」で画そうとしているともと
れ、そうであれば前掲最判昭和35年よりも若干広い範囲を認めるものと考えるこ
ともできよう。本件では、会社外部の者は指揮監督を受ける立場にないことや、
会社の業務に従事していないことが指摘されているが、この会社の業務に従事し
ていないというのはどういう意味か。やはり雇用関係に準じた関係にないという
ことか、それとも会社の業務とのみいっているが付随的外観事情を考えているの
か。本件では使用人性が認められていないが、それだけではなく前掲最判昭和35
年の認定に相当する程度の付随的外観事情がなかった可能性もあるのではな
(11)
いか。このように会社の使用人性で形式的に判断しても、付随的外観事情を考慮
したとしても本件では商法262条の類推適用が認められないことになる。しかし
ながら本件に商法262条の類推適用が認められなかった理由の重点は、?自己の業
務」を遂行するために本件名刺が使用されたという点にあると考える。先ほどの
「会社の業務」というのは「自己の業務」と対比させるための表現ではないだろ
うか。表見代表取締役のなした行為であっても、それを代表取締役がなせば行為
の効果が会社に帰属するものでなければ、会社は善意の第三者に責任を負うこと
はない。つまり商法262条にいう「行為」とは、本件でいうところの会社の業務
（＝Y会社の業務）を意味しているのであって、自己の業務（＝M 商事の業務）の
場合、商法262条は適用できない。したがって本件では商法262条の類推適用を認
められない理由として本件名刺の使用が自己の業務を遂行するためであったこと
を指摘すれば足りたのではなかろうか。以上、検討してきたように本件判旨の理
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論構成には疑問があるが、商法262条の類推適用を認めないという結論には賛成
する。
三 商法23条の名板貸責任について
１ 本判決は本件雇用契約がAを雇用者、Xを被用者として成立したものとし
た上で、商法23条の適用によりY会社が本件賃金支払義務を負うか検討してい
る。名板貸とは、ある人（名板貸人）が自己の名称を使用して営業をすることを
他人（名板借人）に許諾することをいう。日本商法は、商号自由主義を採用して
いるためどのような商号を使用するかは原則として商人が自由に選定しうる。ま
た自己の氏名や商号を使用して営業をなすことを他人に許諾することも自由であ
る。実際には、免許営業などにつき免許の条件をみたす他人の名義を借りて許可
を受け、その他人名義で営業を行う場合や、名板貸人の有する信用や名声を利用
して名板借人の営業の有利な展開を手助けする場合がある。前者のように免許等
を要する営業について名板貸が行われるときは取締法規違反が問題となり、後者
のように名板貸が行われていたため取引の相手方が営業主を誤認した場合には相
手方の保護ないし名板貸人の責任が問題となる。商法23条は後者の問題に関し立
法的解決を与えたものである。昭和13年の商法改正の際に表見支配人（商法42
条)、表見代表取締役（商法262条）等の規定とともに新設された規定であり、い
わゆる禁反言ないし外観法理に基礎をおくもので
(12)
ある。
２ 名板貸においては、名板借人が、名板貸人の許諾のもとに、名板貸人の名義
を用いて名板借人自身の営業を行う。名板借人は、名板貸人のために営業を行う
のではなく、自己のためにする意思をもって営業を行い、営業活動から生じる権
利･義務はすべて名板借人に帰属する。しかし名板貸人の名称を使用して営業が
行われるため、名板借人と取引する相手方は、名板貸人が営業主である、すなわ
ち名板貸人が取引当事者であり、取引の効果は名板貸人に帰属すると誤認するこ
とが多い。そこで商法23条は、名板貸人は自己を営業主と誤認して取引をした相
手方に対し、その取引によって生じた債務につき、名板借人と連帯して弁済の責
めを負う旨、規定している。
３ 商法23条の名板貸人の責任の要件は、以下の３つである。①自己の名称を使
用して営業をなすことの許諾、②名板貸人が営業主であるという外観の存在、③
取引の相手方による営業主の誤認。そこで本件がこの３つの要件を満たしている
か順次検討することとする。
①自己の名称を使用して営業をなすことの許諾は、名板貸人の帰責事由である。
使用許諾の客体の名称として、商法23条は「自己ノ氏、氏名又ハ商号」と規定す
るが、そのまま使用される必要はなく、それに若干の付加語を加えたりしても差
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し支えない。商号に支店･営業所･出張所などの付加部分をつけて商号の使用を
許諾するのが常態で
(13)
ある。
本件ではY会社の専務取締役であることを示す名刺の許諾がなされたという
ことであるから、商号に専務取締役という付加部分をつけて商号の使用を許諾し
たと考えられる。
商法23条による名板貸人の帰責要因は、単に自己の名称の使用を許諾すること
ではなく、その名称を使用して営業をなすことの許諾である。営業をなすことの
許諾であるから、名板借人は商人でなければならないと解さ
(14)
れる。本件において
AはM 商事という商号で自己の業務を遂行していたということであるから商人
である。Y会社の専務取締役を示す名刺の使用許諾は、Aの仕事をとりやすい
ようにするためのものであったと認定されているから、本件ではまさしくその名
称を使用して営業をなすことの許諾をうけたといえる。
②自己の名称を使用して営業をなすことの許諾の要件を具備していても名板貸人
が営業主であるという外観が存在しなければ、その外観を信頼して取引した第三
者の保護を目的とする商法23条は適用されない。本件においてAはY会社との
間に貨物を配送する業務を下請けする契約を締結しており、AとY会社は同種
の営業を行っている。またAにおいてY会社が所有するY会社の商号が車体に
表示された貨物自動車を利用し、ガソリン代及び自動車保険料等その他一切の費
用をY会社が負担するなどから判断してY会社が営業主であるという外観が存
在すると考える。
名板借人が名板貸人の名称を商号として使用する場合、その商号を媒介として
営業主であるという外観が存在することになる。本件では商号に専務取締役とい
う名称が付加されているが、その場合でもY会社が営業主であるという外観は
存在しているのか。営業主体を誤認する場合は、通常は名義借用者を名義貸与者
自身と誤認するか、あるいは名義借用者を名義貸与者の使用人又は取締役等の機
関（構成員）と誤解しているのであろう
(15)
から、本件の場合は後者のような形で営
業主体を誤認するような外観が存在するといえるのではなかろうか。
③名板貸人が責任を負うには、取引の相手方が名板貸人を営業主と誤認すること
を要する。誤認がなければ、すなわち相手方が名板借人が営業主であると知って
いた（悪意）ときには、名板貸人は責任を負わない。誤認が過失によるものであ
る場合にも名板貸人が責任を負うかについては学説が３つに分かれている。
第
(16)
１説は過失の有無は問わないとし（過失不問説)、第
(17)
２説は無過失であること
を要するとし（善意･無過失説)、第
(18)
３説は軽過失があっても保護されるが、重過
失があれば保護されないとする（善意･無重過失説)。このうち第３説の善意･無
重過失説が多数説である。また判例（最判昭和41年１月27日民集20巻１号111頁）も
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「重大な過失は悪意と同様に取り扱うべきものであるから、誤認して取引をなし
た者に重大な過失があるときは、名義貸与者はその責任を免れるものと解するの
を相当とする」と判示し、多数説と同じ立場をとっている。この学説の対立は、
取引安全の保護をどこまで広くとらえるかに関連する。過失の有無を問わないと
すれば名板貸責任が問われる可能性が大きくなるのと裏腹に取引の安全は強く保
護されるが、行き過ぎである。また善意･無過失でなければならないとすると、
相手方に一般的な注意義務が課されることになる。外観を信頼した相手方保護の
必要性は外観の信頼性や外観責任を負わされる者の帰責性との相関関係において
判断されるべきであり、相手方の悪意が認定できない場合でも四囲の状況により
悪意と同視して保護を否定することが合理的な場合もありうる
(19)
ため、私見は判
例･多数説を支持する。
本判決は、判例･多数説の立場を前提にしてXの悪意･重過失の有無につき
詳細に検討している。これは雇用契約の性質から、また雇用関係の継続に伴い、
被雇用者においてその実際の雇用主は誰であるかを当初から認識し、あるいは途
中から識別できることが少なくなく、悪意となった以後に給付または提供した労
務に対応する賃金についてまでは商法23条の保護を受けられないことも理由とな
っていると推測される。
まず本件では雇用契約の合意をする際に本件名刺を使用していたと推認した上
で雇用後、Y会社が所有するY会社の商号が車体に表示された貨物自動車を運
転する等、Y会社を営業主と誤認したまま業務に従事していたことを否定でき
ない事情を列挙している。その上でXに不利益な事情として、?Xに対して仕事
を教え、具体的な指示を出し、給料明細書を作成して給料を渡していたのは、A
だけで、その給料明細書にはY会社の名前が記載されていないし、Xが受給し
た給料から健康保険料や年金が差し引かれたこともなく、また、Aとの間で本
件雇用契約の合意をした際、Y会社の社長に面会したこともない」ということ
があげられている。これらについては、Aの肩書がY会社の専務取締役という
一般的にはY会社の代表権を有すると解される名称であったこと、Xの運転業
務がアルバイト的な業務であったことに鑑み悪意･重過失といえないと判断して
いる。そして前述のY会社所有の貨物自動車を運転し業務に従事していたこと
に関連し、運送業界では貨物自動車ごと下請けに出すという慣行があることか
ら、以前にも運送業務に就いたことがあれば、その慣行を知っていたはずであ
り、そうであればXがY会社を営業主と誤認したことにつき重過失があるので
はないかという疑問がでることを考慮したのであろうか、Xが運送業務に就い
たのは本件業務が初めてであったことに触れ、Xの重過失を否定している。し
たがって本件雇用契約合意の当初からY会社からAがY会社の単なる下請け業
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者にすぎないと聞かされるまでXに重過失がなかったとする本判決の判断は妥
当なものであると考える。
以上①から③の要件をすべて満たすため、本件においてはY会社は名板貸人
の責任を負うものと考える。
４ Y会社が商法23条の責任を負う場合、その債務は「其ノ取引ニ因リテ生ジ
タル債務」であることを要する。本件の債務は雇用契約上のものであるがこれが
「其ノ取引ニ因リテ生ジタル債務」に含まれるのか本件では言及されていない。
商法23条にいう「取引」には、営業の目的たる取引に限らず、営業のためにする
取引を含めてよいと考える。同条の善意者の保護に関しては、営業の目的たる取
引と営業の附属的な取引とを区別する理由はないからで
(20)
ある。そして営業のため
に従業員を雇い入れる雇用契約上の債務も、営業のためにする行為により生じた
債務であって「其ノ取引ニ因リテ生ジタル債務」に含まれると解
(21)
する。また裁判
例（神戸地判昭和35年８月19日労働関係民事裁判例集11巻４号843頁）においても、
?商人たる名義使用人がその営業のために従業員を雇傭するのは、その営業の維
持便宜のためにする行為として附属的商行為に該当するものと解せられるとこ
ろ、取引の安全と禁反言の原則により導かれた商法第二十三条の法理より考え
て、同条にいう「取引」行為の中より特に従業員の雇入れ行為を除外すべき理由
は見出し難い」と判示して雇用契約に商法23条を適用して
(22)
いる。したがって本件
においては雇用契約上の債務も「其ノ取引ニ因リテ生ジタル債務」に含まれると
の解釈から商法23条を適用し、Y会社にAと連帯して、その弁済の責任を負う
べきものとしたと考えられるため、私見は判旨に賛成する。
四 おわりに
最後に商法23条と商法262条の関係について述べてみたい。商法23条は、営業
主体を誤認した場合で、商法262条は、代表権限を誤認した場合の責任である。
ところが本件のように商号に代理権を有するものと認むべき名称が付加されてい
る場合は、名板貸人が営業主であるという外観と名板借人が代表権を有するとい
う外観が併存する可能性がある。民法の表見代理や商法42条の表見支配人につき
名板貸責任との競合が否定されないな
(23)
らば、民法109条の一変容たる商法262条と
名板貸責任の競合を認めてもよさそうで
(24)
ある。
しかしながら本件でもみてきたように、名板借人は自己のためにする意思をも
って営業を行い、営業活動から生じる権利･義務はすべて名板借人に帰属するこ
とを前提に、商法23条では名板借人と連帯して名板貸人の責任を認めるものであ
って、名板借人は名板貸人の業務をしているわけではなく、自己の業務をしてい
るのである。一方、商法262条は会社の業務を対象としているのであって、両条
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では第三者の誤認の対象が異なるため、競合は本来的にはないものと考
(25)
える。
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